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ⅠⅠ．．農地制度の基本的仕組みと考え方農地制度の基本的仕組みと考え方

農地：農業生産及び農業経営に不可欠のもの

将来にわたり農業を振興
すべき地域の確保不可分一体 農用地区域 の設定

（農用地等として利用
すべき土地の区域）

転用禁止区域

農地は、これを効率的に農業の用に
供することができる者により利用され
るようにする必要

農地以外に利用されること
を原則禁止

効率的利用の確保 農地の確保・保全

・農地を適正かつ効率的に耕作する者
＝営農活動に従事する者がきちんと
農業経営を行い得るかをチェック

→ きちんと農地を農業の用に供して
利益を上げることが基本

農地の権利移動制限

・転用目的の公共性・公益性と
比較衡量

・転用の確実性、周辺農地へ
の悪影響をチェック

転用規制

国土そのものが狭く、可住地面積が少ない
我が国において、土地に対する需要が強い

計画的な土地利用の確保（マクロ政策）

農業振興地域制度

農地は、農業の用に供さ
れてこそ価値があり、その
効果を発揮

農地は一旦かい廃すると
再生に多大な資本と労力
を要する

特徴

耕作放棄地を農業の用に
供するよう仕向ける仕組み

土地利用の目的が地価の安い
農地に重なり合う傾向が強い

新規参入の必要性

農業は、土地面積当たりにして
他産業に比べ利益率が低い産業
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（参考）これまでの農地制度の見直し

○農地流動化・利用集積

借地による規模拡大 （昭和４５年）
・小作料統制廃止
・賃借権解約制限の緩和
（「貸したら返らない」との考え方転換）

農地保有合理化事業 （ 〃 ）
・公的機関の仲介による農地の権利
移動の方向付け

農用地利用増進事業 （昭和５０年）

・集落内の土地利用調整の合意を
尊重した農地利用の実現
（合意に基づく農地利用については、
農地法の適用除外）

認定農業者制度 （平成５年）
・効率的かつ安定的な農業経営を目指
す経営（「他産業並みの所得を目指す
経営」）に対し、農地の流動化を集中
的に方向付け

農業生産法人 （昭和３７年）

農作業常時従事者及び農地提供者に
よるもの（家族経営の延長線）
※農事組合法人、合名会社、合資会社、
有限会社のみ容認

農業生産法人の一形態
として株式会社を認める

ー条件ー

経営の安定

・株式譲渡制限（取締役会承認）
・取締役の過半数は農業従事者

構成員（構造）の限定

農業従事者、農地保有合理化法人、
地方公共団体、農協以外は、継続的
取引先（議決権の４分の１以下）に限
定

認定農業者である農業生産
法人への出資を一般企業５
割未満まで容認

市民農園

○農地の権利移動制限
（参入規制緩和）

○耕作放棄対策

○都市住民等によるホビー農業、
生きがい農業のニーズ

主体の限定：農協、市町村のほか、開設者
認定の農園利用

条件：周辺の土地利用・水利用に影響を与え
ない等（区域の限定等）
効果：市民農園貸付けにつき、農地の権利

移動規制の例外

農地転用許可基準の制定
（事務次官通達） （昭和３４年）○農地の保全・転用規制

農地法改正 農振法改正 農業経営基盤強化促進法制定農用地利用増進法
（昭和５５年）

農地法改正

農地法改正

構造改革特区（農地の遊休化等
が深刻な地域での農用地の有効
活用と企業活動の活性化）
株式会社等一般企業のリース方式
での農地借入れ容認。
（地方公共団体、農地保有合理化
法人→企業）

特区法（平成１４年）

基盤法改正
（平成１５年）

特定利用権制度の創設 （昭和５０年）
都道府県知事の裁定により、耕作放棄地を
共同利用に供することが可能

農振法改正

遊休農地に関する措置 （平成元年）
市町村長は、遊休農地について、所有
者等に対し、農業上の利用の増進を図
るよう勧告しうる。

農用地利用増進法改正

遊休農地の所有者等につ
いて農地の利用計画の届
出を義務付け

基盤法改正（平成１５年）

特定農地貸付法制定（平成元年）

構造改革特区（遊休化等地域での
市民農園開設の特例）
農協、市町村のほか、企業、ＮＰＯ法人、
個人に開設容認。

特区法（平成１４年）

・農地転用許可基準の法定化
・農林水産大臣の許可を要する
面積を２ｈａ→４ｈａ超に引き上げ

農地法改正（平成１０年）

農用地区域の設定除外基準
の法定化

農振法改正（平成１１年）

農業振興地域の整備に関する法律
（昭和４４年）

農業振興地域、農用地区域による
ゾーニング

（平成１２年）

市民農園整備促進法制定（平成２年）

農業法人投資円滑化法制定
（平成１４年）

農業生産法人の構成員として農業投
資育成会社（議決権の２分の１以下）
を認める。

国道県道沿い１００メートルの水
田は転用可.

→ 昭和５１年に廃止

水田転用許可暫定基準の制定
（昭和４５年）
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Ⅱ．中間論点整理における課題

４．農地制度の在り方

（４）施策の具体化に向けた手順等

① 農地制度は、農業生産や農業経営の在り方を大きく左
右するものであり、生産振興対策や担い手確保対策等とも
関連するとともに、整理すべき法技術的な問題も多い。この
ため、現に生じている優良農地の確保やその効率的な利
用の確保に係る問題を根本的に解決していくという観点に
立って、農林水産省において、
ⅰ）優良農地の面的な確保を推進する上で望ましい農用地
区域制度や転用規制の在り方
ⅱ）担い手への農地の利用集積について、面としてのまと
まりを確保しながらその加速化を実現するための施策の枠
組み
ⅲ）耕作放棄地の発生防止・解消のための施策
ⅳ）意欲と能力のある主体による農地の権利取得とその
効率的利用を促進する上で望ましい農地の権利移動制限
の在り方
について、速やかに検討を進め、早期に企画部会に具体像
を提示すべきである。

② リース方式の枠組み等による構造改革特区の全国展
開については、本年の出来秋後に、収穫までの一連の作
業行程に関する検証を行い、その評価を踏まえて、平成１６
年末までの間で可能な限り速やかに結論を得る必要があ
る。

課題の相互の関係

耕作放棄地の発生防止・解消

優良農地の確保

担い手を対象とした経営安定対策

課題

担い手

－認定農業者

－経営実体を有し、効率的かつ安定的
な農業経営に発展する可能性のある
集落営農

担い手への農
地の利用集積
の支援

課題

課題

農地の担い手への利用集積の加
速化

望ましい農用地
区域制度・転用
規制

農地を農業の
用にきちんと使
う者をできるだ
け確保するため
の参入の緩和
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＜多様な担い手の育成＞

集 落 営 農

資 本 増 強 ／ 規 模 拡 大

農地貸付等による農地集積

主 業 農 家

経営資源（農地）の承継(債務超過)

負債整理・再生(負債)農
業
再
生
委
員
会
（
＊
）

担い手志向

再生・破綻処理が必要

現 状 将 来

準 主 業 農 家

副 業 的 農 家

自 給 的 農 家

（農業所得が
主）

４３万戸

農業生産法人 ６，９５３

５１万戸

（農業所得が従）

１２２万戸

（農業所得が従、十分な労働力な
し）

７７万戸

効率的かつ安定的な農業経営
（他産業並みの所得を確保）及び
これを目指して経営改善に
取り組む農業経営

経営主体としての実体を有し、
かつ、将来的に効率的かつ安
定的な農業経営に発展する見
込みのある集落営農

認 定 農 業 者

特定農業団体

・「担い手」への農地集積を加速化
・担い手不足地域では、話合い活動を通じた集落営農の組織化
・農業サービス事業体の作業受託等に対する支援

・個別経営農家

・農業生産法人

地
域
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
（
地
域
リ
ー
ダ
ー
）（
＊
）

Ⅲ．農地の適正かつ効率的利用の確保

１．多様な担い手の育成と担い手に対する農地の利用集積の方向１．多様な担い手の育成と担い手に対する農地の利用集積の方向

建 設 業 者 等

都市住民等の ホ
ビー、生きがい農業

（２万事業体）

サービス事業体

組織化・法人化

ホビー、生きがい農業
（ 市 民 農 園 等 ）

生 産 組 織

4＊は、平成１７年度概算要求



（参考） 集落の将来像

○ 集落機能が維持されていて、かつ、担い手が確保されている
⇒担い手に農地の集積や農作業を委託

○ 集落の内外に担い手がいないが、集落として営農意欲は高い
⇒全農家がそれぞれの役割に応じて出役し、集落ぐるみで
営農を行う

 

担い手 担い手 

高齢 
農家 

兼業

農家

兼業

農家

高齢 
農家 

農
地
貸
付 

農
地
貸
付 

農
地
貸
付 

農
地
貸
付 

集落 

兼業

農家

高齢

農家

趣味的

農業

市民農園

体験農場

兼業

農家

高付加

価値農業

農
地
有
効
利
用 

農
地
有
効
利
用 

高
付
加
価
値
化 

集落営農⇒法人へステップアップ

兼業

農家

高付加

価値農業

高
付
加
価
値
化

集落営農

高齢

農家

兼業

農家

兼業

農家

高齢

農家
作
業
委
託
、
出
役
（
畦
草
刈
）

兼業

農家

高齢

農家

○ 都市近郊で、集落機能が維持されておらず、担い手の農家が
ほとんどいない
⇒高付加価値農業や趣味的農業を行う

○ 総兼業地帯の集落で、担い手はいないが、集落の内外に農作業
の受け手（オペレーター、サービス事業体）がいる
⇒オペレーターやサービス事業体が中心となって農作業を行う

作
業
委
託
、
出
役
（
畦
草
刈
）

作
業
委
託
、
出
役
（
畦
草
刈
）

作
業
委
託
、
出
役
（
畦
草
刈
）

作
業
委
託
、
出
役
（
畦
草
刈
）

作
業
委
託
、
出
役
（
畦
草
刈
）

兼業
農家

高齢
農家

趣味的
農業

市民農園
体験農場

兼業

農家

高付加
価値農業

農
地
有
効
利
用

農
地
有
効
利
用

高
付
加
価
値
化

集落営農

高齢
農家

兼業
農家

兼業
農家

高齢
農家

作
業
委
託

作
業
委
託

作
業
委
託

作
業
委
託

集落営農⇒法人へステップアップ 

兼業

農家

高齢

農家

趣味的

農業

市民農園

体験農場

兼業

農家

高付加

価値農業

農
地
有
効
利
用 

農
地
有
効
利
用 

高
付
加
価
値
化 

兼業

農家

高齢

農家

趣味的

農業

市民農園

体験農場

兼業 
農家 

高付加 

価値農業 

農
地
有
効
利
用 

農
地
有
効
利
用 

高
付
加
価
値
化 

※ が、効率的かつ安定的な農業経営及びこれを目指して経営改善に取り組む農業経営

オペレーター・サービス事業体

農作業の受託

みどり色 5



２．農業経営の収益性について２．農業経営の収益性について

○生産費（コスト）と市場価格の関係を、我が国の主要食糧であり全国で生産されている米についてみると、全農家平均で、市場平均価格が
生産費を下回っている状況にある。

○しかしながら、家族労働費、自己資本利子、自作地地代については、家族農業経営において、実際に支出しているコストではないことから、
一定の手取り収入が確保できているところである。

米の生産費と価格体系（10a当たり）

５ha以上 １０ha以上

作付規模別の生産費（14年産）

1,799円

10,069円

55,850円

28,054円

17,760円

113,532円
(67,718円)

54,685円

2,419 円

23,260円

8,321円

19,588円

(65,425円)
108,273円

(81,686円)

75,005円

2,000円

46,205円

25,701円

153,592円

4,681円

自主流通米

価格

（14年産）

自主流通米平均

141,912円

60,226円

物財費
(副産物除き)

資本利子・地代

支払利子・地代

家族労働費

雇用労働費

全農家平均

注）１．生産費のカッコ内は全額算入生産費から自己資本利子・自作地地代及び家族労働費を除いた額
２．米の価格は、14年産の単収（産地品種の記載なきものは全国平均）を乗じたもの。 6



（参考） 認定農業者における経営部門別総資本回転率
（単位：回）

平成１０年 平成１１年 平成１２年 平成１３年 平成１４年

全農業部門 ０．３６ ０．３３ ０．３４ ０．３３ ０．３３

稲 作 ０．２８ ０．２５ ０．２６ ０．２４ ０．２３

露地野菜 ０．３３ ０．２８ ０．２６ ０．２７ ０．３０

施設野菜 ０．３１ ０．３１ ０．２８ ０．２８ ０．２８

果樹作 ０．２１ ０．２１ ０．２１ ０．２０ ０．２０

酪 農 ０．４３ ０．４０ ０．４３ ０．４１ ０．４１

肥育牛 ０．４８ ０．４１ ０．４４ ０．４２ ０．３９

養 豚 ０．６３ ０．５８ ０．５６ ０．５７ ０．５３

採卵養鶏 ０．３８ ０．４０ ０．３８ ０．３９ ０．３６

ブロイラー １．８４ １．７９ １．８９ １．６７ １．５１

全産業 １．０４ １．０８ １．１１ １．０７ １．０６

資料：全産業は、財務省「法人企業統計調査」、それ以外は、全国農業会議所「認定農業者の経営分析」
注１：総資本回転率＝売上高／総資本（総資産）
注２：総資本（総資産）の内訳は、以下のとおり（貸借対照表の『資産の部』）
・固定資産（土地、建物、農機具、自動車、動植物）
・流動資産（未処分農産物、農業生産資材）
・流通資産（現金、預貯金、積立金、貸付金、有価証券、売掛未収入金）

注３：１戸１法人を含む。 7



株式会社

経 営 者

株 主

合資会社

経 営 者
（無限責任社員）

無限責任社員

有限責任社員

農事組合法人

経 営 者

（農業者）
※業務は法律で限定

出 資 者

（限 定）

農
地

その
他の
資本

農
地

その
他の
資本

農
地

その
他の
資本

・債権者への責任は会社資産（資本が基
盤の企業態）

・経営の主眼は「特定の事業の維持」では
なく、「その資本でいかに利潤を確保する
か」。経営手腕如何により 事業の変更、
経営陣の交代あり。

株式譲渡自由＝株主総会の構成員が

変更するため経営方

針一定せず

脱退不可＝資本トータルは保全

・業務は限定（法定）され、債権者への責

任は有限。

・共同体のまとめ役が経営者、仲間内か
ら選定。事業が失敗すれば解散。

利用分量配当原則（出資配当は 限定）

持分譲渡原則不可＝経営方針一定

脱退自由＝資本トータルの保全不確実

・経営上債権者に対し無限責任（人的

信頼が重要）。

・経営の主眼は「経営者の得意な分野

の事業運営」。その経営手腕如何で
経営陣交代の可能性は少ないが責
任は生ずる。

持分譲渡原則不可＝構成員が不変

のため経営方

針一定

脱退自由＝資本トータルの保全不確実

経営上の意思決定（配分・業務執行）規制

＝経営の自由度制約（株主総会）

経営上の意思決定（配分・業務執行）自由（定款）

＝経営の自由度確保

経営上の意思決定（配分・業務執行）規制

＝経営の自由度制約（総会）

8

３．３．法人の経営形態法人の経営形態についてについて
（１）一般的な形態

○法人の形態には、株式会社をはじめとして様々な類型がある。
○これらの各形態については、その性格に応じて組織の在り方が異なっており、例えば、持分譲渡
に関する考え方をみると、物的結合体である株式会社では原則自由である一方、人的結合体であ
る合資会社、農事組合法人については制約が課されている。



（２）法人としての経営形態のポイント

○農地法においては、農地の権利の取得を認めている農業生産法人については、経営上の意思決定、持分譲渡の自由度、事業継続
の担保の観点から、必要な要件が定められている。

農地を適正かつ効率的に耕作する者として認められている農業
生産法人は、

① 当該法人の事業が農業を主体とするものであるかどうか
② 構成員が農業関係者を中心とするものであるかどうか
③ 業務執行役員が農業従事者を中心とするものであるかどうか
に加え、

④ 法人の事業として農業を行うとの経営方針が継続し得る法人
形態であるかどうか

について、必要最小限の要件を必要としている。

①経営上の意思決定（業務執行・配当）のヘゲモニー

②持分（株式）譲渡の自由度

③事業継続の担保

どこまで経営者の意思が反映できるか。

構成員の交代と経営方針への影響

・事業が限定的であるかどうか。

・業務執行役員が限定的かどうか。

農業生産法人の要件

１．法人形態要件 農事組合法人、合名会社、合資会社、有限会
社、株式会社（株式譲渡制限のあるもの）

２．事業要件 農業（農産物の加工・販売、農作業受託などの
関連事業を含む。）の売上高が過半であること。

３．構成員要件

・農業の常時従事者

・農地の権利提供者

・地方公共団体
農業協同組合、農業協同組合連合会

・農地保有合理化法人

・法人から物資の供給を受ける者又は法
人の事業の円滑化に寄与する者

（例） ・産直契約する個人

・食品加工業者

・生協・スーパー

・農産物運送業者 等

農業関係者

農業関係者
以外

１構成員は
１０分の１以下

総議決権の４
分の３以上

総議決権の
４分の１以下

当該法人が農業経営
改善計画について市
町村の認定を受けた
場合 （＝認定農業者
になった場合）、

総議決権の２分の１
未満

①役員の過半が農業の常時従事者（原則
年間１５０日以上）である構成員であること。

役員全体の過半

過半の過半
② ①のうち過半の者が農作業に
従事（原則年間６０日以上）すること。

9

４．役員要件



（参考） 株式会社の特徴と農業経営

○株式会社は、一般に経営（農業者）と所有（株主）が分離し、株式の譲渡が自由であることから、農業を継続するとの経営方針が変
更される可能性が高い。
○このため、有限会社等と同様に、持分の譲渡に制限を加え農業を継続するとの方針が安易に変わらないよう措置されているもの
について、農業生産法人として認めている。

農業の特質
株式会社の特徴
○ 広く公衆の間に存在する資本を吸収し、これを会社の
財産的基礎として企業活動
○ 株主にとって、自ら経営に直接参画しなくても、経営
方針を定めて利益（配当）にあずかることができ、投下
資本を回収したいときは、株式を譲渡して換価可能
○ 経営者にとっては、自己資本がなくとも経営手腕を発
揮可能

農業の特質は、投下資本に比し利益率が低く、かつ、天候等の自
然的条件の影響を受けやすいため、農地その他の資産を使って株式
配当を継続的に確保することが他産業に比べて難しい面がある。

→ このため、会社の所有者たる株主（総会）によって、「農業を

行う」という経営方針を変更せよ、と判断される危険にさらされや
すい。

なお、諸外国においても株式会社が流通には参入しているが、農
業生産自体にそれほど参入していない。

経営（農業者）と所有（株主）の分離 農業生産法人制度
継続的・安定的に農業経営を行う上での株式会社の障害を「株
式の譲渡に取締役会の承認を有する旨の定めがあるもの」に限定
することで防止しつつ、株式会社のメリットを生かした形で農業
経営を行うことができるようにしたものが現行の農業生産法人制
度

○ 農業生産法人制度の法人形態
農業経営を継続的・安定的に行う意志が変更されないよう、株主・

社員等の変更について制限があり、経営方針が安易に変わらないよう
な担保措置を有する法人形態

合名会社：出資の譲渡は、他の社員の承諾を要す。
合資会社：有限責任社員の出資の譲渡は、無限責任社員の承諾を要す。

無 限 責 任 社 員 の 出 資 の 譲 渡 は 、 総 社 員 の 承 諾 を 要 す 。
有限会社：社員以外への譲渡は、社員総会の承認を要す。
農事組合法人：出資の譲渡は、組合の承認を要す。農業経営の事業及び
附帯事業に限定、事業従事者の制限をし、理事は組合員
に限定。

○ 経営の主眼は「最大利潤の追求」。

→「農地その他の資産を使って利潤を最大限にするこ
と」が最終目的であり、利潤が十分上げられない場合に
は、農地その他の資産を農業以外の事業に有効活用する
ことが適正な経営方針として選択され得る。

株式の譲渡が自由

○ 会社の経営方針を決定する株主が不断に変更し得る
状態にさらされるため、「農業を継続的に行う」との
経営方針が一定しない。
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（参考） ＬＬＣについて

Ｌ Ｌ Ｃ

経 営 者

出 資 者

農
地

その
他の
資本

・債権者への責任は会社資産。

・経営の主眼は「ソフトウェア開発など個人の能力が

重視される分野を中心とするベンチャー・ビジネス

的なものの運営」で、人的資産である個人の能力

如何により事業の成功、失敗が大きく左右。

持分譲渡原則不可＝構成員が不変のため経営

方針一定

脱退自由＝資本トータルの保全不確実

経営上の意思決定（配分・業務執行）自由（定款）

＝経営の自由度確保

11



（参考） 米国における農業経営形態の状況

経 営 形 態 実数（構成比）

個 人 ・ 家 族 経 営
（Individual or family）
共 同 経 営
（Partnership）
家 族 会 社
(Family held corp)
会 社 経 営
（Other than family held corp）
そ の 他
（Others）

万経営 ％

191.0(  89.7)

13.0(    6.1)

6.7(   3.1)

0.7(   0.3)

1.6(   0.8)

総 計 212.9( 100.0)

○ 農業経営の経営形態別状況（2002年)
（１）制 度

農業経営に係る農地の権利移動については、連邦
レベルでの規制はないが、州レベルにおいて、アメ
リカの穀倉地帯である９州(注)では、法人による農
業経営及び農地の権利取得を家族経営を基本とする
小規模の会社に限定。
（注）中西部９州：ネブラスカ、北ダコタ、南ダコ

タ、カンザス、オクラホマ、ミネソタ、アイオ
ワ、ミズーリ、ウィスコンシン

【事 例】
○ 農場を所有することが認められる法人の要件

（ネブラスカ州）
・株式の半分以上を家族が持つこと。
・少なくとも株主の１人が農場に居住しているこ

と。
・株主に外国人及び家族会社等以外の事業体を含

まないこと。
・少なくとも株主の１人が日常の農業活動に従事

していること。
・州の農務長官に毎年活動報告すること。

(２) 状 況

農業経営体の大部分は個人・家族経営やその共同
経営等となっており、会社経営は全経営体数の
０．３％、経営耕地面積は１．０％を占めるにすぎ
ない。

資料：U.S.Census of Agriculture 2002

経 営 形 態 実数（構成比）

個 人 ・ 家 族 経 営
（Individual or family）
共 同 経 営
（Partnership）
家 族 会 社
(Family held corp)
会 社 経 営
（Other than family held corp）
そ の 他
（Others）

万ha ％

25,164(   66.3)

5,927(  15.6)

4,007(  10.6)

377(    1.0)

2,496(    6.6)

総 計 37,972( 100.0)

○ 経営形態別にみた経営耕地面積（2002年)

12資料：U.S.Census of Agriculture 2002



（参考） フランスにおける農業経営形態の状況

（１）制 度

農業経営に係る農地の権利移動については、政策
的に望ましい適正規模の家族経営を存続可能な形で
創設・維持・育成するために、地域レベルで一定の
基準に従って方向付ける経営構造コントロールが制
度化されている。

そのために、次の場合には県知事の事前許可制を
とっている。
① 受け手が農業に関する知識・経験等を有してい

ない場合
② 受け手の経営農地面積が上限基準を超える場合

③ 出し手の経営規模が一定以下になる場合
④ 受け手の通作距離が一定の距離を超える場合
さらに、法人経営については、法人組織を介する

経営集中の動きを的確にコントロールする観点から、
農業経営者が他の法人経営に経営参加する場合、当
該法人経営における持分が５割以上となる場合は事
前許可を受けなければならない（５割未満であれば
許可不要）。

（２）状 況

商事会社等の数及び経営耕地面積は、全経営体の
０．８％であり、農業経営体は個人経営が中心であ
る。

経 営 形 態 実数（構成比）

個 人経 営
組合・会社経営
有限責任農業経営
農業共同経営集団
民法法人

商事会社・共同組合

作業集団
その他

万経営 ％

53.8(    81.0)  
12.4(    18.6) 
5.6(     8.4)
4.2(     6.3)                  
1.7(     2.6)

0.5(    0.8)

0.4(    0.6)
0.2(    0.4)    

総 計 66.4( 100.0)

○ 農業経営の経営形態別状況（2000年)

資料：フランス農業漁業省・統計局(AGRESTE)

○ 経営形態別にみた経営耕地面積（2000年)
経 営 形 態 実数（構成比）

個 人経 営
組合・会社経営
有限責任農業経営
農業共同経営集団
民法法人

商事会社・共同組合

作業集団
その他

万ha   ％

1,613(    57.9)  
1,164(    41.8) 
477(   17.1)
498(   17.9)                  
149(    5.3)

22(     0.8)

18(    0.6)
9(    0.3)    

総 計 2,786( 100.0)

資料：フランス農業漁業省・統計局(AGRESTE)
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４．耕作放棄地の現状と問題点について４．耕作放棄地の現状と問題点について

9.3

15.1 16.2

21.03.8

6.6
8.3
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30.0

40.0

1985 1990 1995 2000年

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%
耕作放棄地（土地持ち非農家）

耕作放棄地（総農家）

耕作放棄地率

万ha

資料：農林水産省「農業センサス」

21.7

34.3

24.4

13.1

○ 近年、耕作放棄地は増加しており、2000年の耕作放棄面積は、34.3万ha、5年間で9.8万ha増となっている。また、最近では、耕作放棄が
農地減少の主たる要因となっている。（2003年のかい廃面積の51％）
○ 耕作放棄の主な発生要因としては、高齢化・労働力不足、基盤整備未実施や中山間地などの生産条件の不利などがあげられる。なお、
他産業と比較して、農業による収益性が低いことも、背景の一つと考えられる。

耕作放棄の発生要因耕作放棄地の定義 過去１年以上作物を栽培
せず、しかも、この数年の
間に再び耕作する意志の
ない土地（農業センサス）

（参考）農地法上の「農地」（耕作の目的に供される土
地）には、客観的にみて耕作しようとすればいつでも
耕作しうる状態の土地も含まれる。
そのため、耕作放棄により、即座に農地性が失われ
るものではない。

○他産業との収益性の比較

耕作放棄の現状

農業所得は、勤労者世帯所
得の１／６（ 2002年）

この15年間に2.6倍に増加
3.9%

17.7%

18.9%

22.0%

22.9%

24.1%

26.5%

43.4%

88.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

鳥獣害が多い

基幹作物がない

土地条件が悪い

基盤整備が進んでいない

生産調整で不作付け

農地の受け手がいない

価格の低迷

高齢化・労働力不足

資料：全国農業会議所「平成14年地域における担い手・農地利用・遊休農地の

　　　　実態と農地の利用集積等についての農業委員調査結果」

○耕作放棄が増加している理由

○地域類型別総農家の耕作放棄地の割合
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2.0%
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12.0%
耕作放棄面積（畑）

耕作放棄面積（田）

耕作放棄地率（畑）

耕作放棄地率（田）

資料：農林水産省「2000年農業センサス」を用い、H12時点

注：（耕作放棄地率）＝（耕作放棄面積）／｛（経営耕地面積）＋（耕作放棄面積）｝
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85　　

（歳）

（万人）

平成12年

平成22年
（単純加齢）

75歳未満層を比較
すると、
平成12年209万人
　　　↓
平成22年117万人
　　（▲44％）

○　年齢別基幹的農業従事者数（全ての階層を10年単純に加齢させた場合）

○ 農家と比較し、不在村の農地所有者の耕作放棄率は高い。今後、世代交替が進み、相続による不在村の農地所有者が増加し、平場の優
良農地も含め、耕作放棄地が更に増加するおそれ。
○ 不在村農地所有者については市町村や農業委員会などによる所有者の確認等が困難。担い手への農地の利用の集積を阻害するおそれ。
○ 耕作放棄地があることで、病害虫の発生や不法投棄による周辺農地の営農条件の支障、景観の悪化や国土保全機能の低下など種々の
悪影響が発生。

相続による耕作放棄のおそれ

耕作放棄による支障

○耕作放棄の発生状況

スプロール的に耕作
放棄が発生し、所有者
の意思確認ができない
ケースもあり、農地流動
化に大きな支障

＜Ｋ県Ｍ市の耕作放棄の実態＞

世代交替の進展 相当数の相続が発生

相 続 財産上の地位の包括継承

一般的な権利移転ではないため、
農地法の権利移動の規制対象外

非農家、不在村者の相続による耕
作放棄地の増加

44

48

37

21
19

16
11

6
3210

31

15

○不在村農地所有者による耕作放棄
農家の耕作放棄面積率と不在村農地所有者の耕作放棄割合

資料：農林水産省「2000農業センサス」、「H16不在村農地所有者へのアンケート調査」
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５．都市住民等の多様な農地需要への対応５．都市住民等の多様な農地需要への対応

○ゆとりや安らぎを求める社会情勢を背景に、農業経験のない都市住民等の農業・農村への関心、趣味的な農業を行いた
いとするニーズが高まっている。

○このようなニーズに対し、現行制度は、主に市町村等が開設する市民農園を利用する方法で対応しており、また、特区
においては、農地の遊休化が深刻な地域を対象に、市町村等以外の者による市民農園の貸付けも認められている。

○一方、都市住民等の農地利用に対するニーズも多様化しており、定年退職後や週末の田舎暮らしにあこがれて農業を開
始したいなど、従来の市民農園的な利用にとどまらない農地利用を求める声も根強い。

①特定農地貸付法
地方公共団体・農協が開設した市民農園において、都市住民等に
定型的に農地を貸し付けることにつき農地法の特例等を措置

○都市住民等の農地利用に関する既存制度

③構造改革特別区域法
遊休農地等が相当程度存在する特区に限定して、地方公共団体・
農協以外の者が開設する市民農園においても、都市住民等への農地
貸付けが行えるよう、農地法の特例を措置(平成15年度末34カ所)

②市民農園整備促進法
市民農園の開設に関して市町村の認定制度を設け、その円滑な整

備を図るために必要な農地法・都計法の特例等を措置

72.8

68.5

81.3

57.0

63.0

63.3

54.0

45.0

45.5

59.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

※もっと気軽に農家の人たちと交流を持ちたい

もっと気軽に農村と行き来がしたい

※自分の子供や孫達には、農作業を体験させたい

もっと気軽に農家の手伝い（援農）ができれば協力したい

自分自身、体験的なものであれば、田や畑などで農作業をしてみたい

自分の家や近くの市民農園などで家庭菜園をしてみたい

（％）

Ｈ２

Ｈ１１

資料：（株）博報堂生活総合研究所「食と農業に関する意識調査」 注１：首都圏居住の非農業者
400名を対象とするアンケート調査 注２：※印の調査項目は、平成11年に新設された項目。

○都市住民の声（複数回
答） 市民農園（特定農地貸付け）実施主体推移

1,758
1,956 2,090 2,166

453
435

457
512

1,500

2,000

2,500

3,000

11年度 12 13 14

単位：カ所

地方公共団体 農業協同組合

資料：農林水産省農村振興局調べ

特区において市民農園を開設する主体の内訳
（単位：主体数）

法人形態

 業種 個　人 株式会社 有限会社 ＮＰＯ法人
 農地保有
合理化法人

生　協

農 業
１０８
（５０）

１０６
（５０）

２

旅館・民宿業
５
（５）

４
（４）

１
（１）

建 設 業 １ １

三セク・公社
６
（３）

２
（１）

２
２
（２）

そ の 他
９
（３）

１
（１）

２
５

（２）
１

合 計
１２９
（６１）

１１１
（５５）

６
（２）

４
５

（２）
２
（２）

１

注１：構造改革特区進捗状況調査(平成16年4月1日現在、農村振興局地域振興課調べ)で報告を受けた主体について計上。

注２：下段(　)書きは、平成16年4月1日までに市民農園を開設した主体数。

開設主体数

16



６６．構造改革特区について．構造改革特区について

（１）リース特区制度の概要

農業生産法人以外の法人への農地等の貸付け

[実施主体] [特定法人]

農業委員会又は都道府県知事による
農地法第３条許可（特例的に許可）

地方公共団体

農地保有合理化法人

協定の締結

農地所有者

◎協定違反の場合は、都道府県知事の許可を得ずし
て賃貸借契約を解除することが可能。

農業生産法人以外
の法人

・業務執行役員のうち
１人以上の者が耕作
又は養畜の事業に常
時従事

[事業の適正かつ円滑な実施を確保するための協定]

①法人の行う事業の内容

②法人が事業を行う農地等の所在・面積

③地域の農業における役割分担に関する事項 等

（注）協定の内容は農林水産省令で規定。

【使用貸借による権利又は賃借権の設定】

買入れ
又は
借入れ

（許可不要）

◎小作地所有制限は適用除外

17



（２）構造改革特区において農業経営に参入している法人の状況

① 農業生産法人以外の株式会社、ＮＰＯ法人等が農地のリース方式
により農業経営に参入しており、３８法人が営農を開始している（総面
積１０９ｈａ）。

この構造改革特区については、「現に耕作の目的に供されておら
ず、かつ、引き続き耕作の目的に供されないと見込まれる農地その
他その効率的な利用を図る必要がある農地が相当程度存在する」よ
うな地域であり、そのような耕作放棄地を引き受ける担い手が見当た
らない状況の中で、その農地について賃借して営農を行っているもの
である。

② 参入している法人のパターンとしては、大きく分けて
ア 地場の建設業者が余剰労働力の有効活用を図るため、あるいは
地域振興の観点から行政から働きかけを受け参入したもの
イ 食品産業が生産から加工・販売まで一貫生産を行う中で、高品質
原料を安定的に確保するため参入したもの
ウ ＮＰＯ法人等が農作業体験の機会を作ったり、都市と農村との交
流のために営農しているもの
がある。
一般的に農業経営そのものについては、営農を開始したばかりであ

り、投資資金は本業の資本を活用しつつ、コストを上回る収益を上げ
られていないものがほとんどであり、農業経営自体では利潤を生んで
いる状況には至っていないものも多い。

③ 地元では、現在のところ、周辺の農業に支障を生じているという
声は上がっておらず、耕作放棄地あるいはそうなりそうな農地を管
理して耕作してくれているということで評価されているところが多い。

④ また、農業技術については、農業改良普及センターや農協、周辺
農業者から協力を受けたり、会社内部の社員である兼業農家が対
応したりしている状況にある。

⑤ この農業生産法人以外の法人の農業経営参入を認める特区に
ついて、全国展開を図るかどうかは、本年の出来秋後に収穫までの
一連の作業工程に関する検証を行い、その評価を踏まえて、１６年
末までの間で可能な限り速やかに結論を得ることとしている。

営農を開始した法人 組 織 形 態 別 業 種 別

株式会社 有限会社 NPO等 建設業 食品関係 その他

３８ ２５ ６ ７ １４ １４ １０
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )100% 65.8% 15.8% 18.4% 36.8% 36.8% 26.3%

合計
米麦 そ菜 果樹 畜産 花き 複合工芸作物

営農を開始した法人数 ３８ ９ １２ ９ ２ １ － ５
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )100% 24% 32% 24% 5% 3% 13%

２ 作物別

１ 組織形態・業種別

（単位：法人）

（単位：法人）

18



（３）地方公共団体との協定方式により参入する法人に農地の所有権を認めることの問題点

地方公共団体と参入法人の間で締結

される協定について、違反が生じた場

合には買戻すとの特約付きの契約を

行う必要。

農地の所有権を認める場合

農地所有者

地 方 公 共 団 体

農地保有合理化法人

参入法人

民法第５８０条により、特約の期間は10年を超えることができないため、売買から10年経過以降には歯止めが全くなくなる。

買戻しの実行の際には、売買代金を返還する必要がある。このため、買戻しを実行し得るよう、参入法人が協定違反をした場合に

備えて、地方公共団体又は農地保有合理化法人が資金を準備しておく必要があるなど、実効性に問題。

更に、農地所有者が買戻すことは、非現実的であり、地方公共団体等の不良資産となる可能性が大きい。

又は

買
戻
し

協定

売渡し

買戻し

買戻特約の担保上の問題

買戻特約

買戻特約の実効性の問題

（参考）民法第580条第1項：買戻ノ期間ハ十年ヲ超ユルコトヲ得ス若シ之ヨリ長キ期間ヲ定メタルトキハ之ヲ十年ニ短縮ス

売
渡
し
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（参考）リース特区計画（農地法の特例）の認定状況について（平成16年６月現在）

申請地方公共団体名 構造改革特別区域の名称 認定日都道府県

兵庫県 兵庫県、淡路町、北淡町、 自然産業特区 15. 5.23
東浦町

市島町 環境保全型農業等推進特区 15. 5.23

神戸市 人と自然との共生ゾーン特区 15.11.28

兵庫県、加美町、八千代町 多自然居住促進特区 16. 6.21
青垣町

鳥取県 江府町 江府町南大山農業活性化ブルーベリ 16. 6.21
ー特区

島根県 桜江町 桜江農業特区 16. 3.24

海士町 潮風農業特区 16. 3.24

岡山県 鴨方町 鴨方町酒米栽培振興特区 15.11.28

山口県 豊田町 とよたアグリビジネス特区 16. 3.24

香川県 内海町 小豆島・内海町オリーブ振興特区 15. 4.21

高知県 大豊町 大豊町ゆとり農業推進特区 16. 3.24

長崎県 長崎市 長崎いきいき農業特区 16. 3.24

高島町 高島ふれあい農業特区 16. 6.21

熊本県 熊本県 一の宮町 阿蘇町 阿蘇カルデラツーリズム推進特区 15. 8.29、 、 、
、 、 、南小国町 小国町 産山村

波野村、蘇陽町、高森町、
、 、 、白水村 久木野村 長陽村

西原村

大分県 安心院町 「安心の里」農業特区 15.11.28

鹿児島県 加世田市 砂丘地域再生振興特区 15. 8.29

大口市 山間農地安心安全作物生産振興特区 16. 3.24

西之表市 さつまいも地域資源再生特区 16. 3.24

川内市 唐浜らっきょう生産振興特区 16. 6.21

計 ７４地方公共団体 ５０計画

注 ・ 津軽・生命科学活用食料特区（青森県 」においては、青森市、弘前市、黒石市、）「 ）

浪岡町、平賀町、常盤村、田舎館村、板柳町、中里町、鶴田町を特区に認定。

・ ワイン産業振興特区（山梨県 」においては、塩山市、山梨市、東山梨郡（５町村 、「 ） ）

東八代郡（８町村）を特区に認定。

・ 河北潟干拓地農業活性化特区（石川県 」においては、金沢市、津幡町、宇ノ気町、「 ）

内灘町を特区に認定。

→全国９５市町村が特区として認定を受けたことになる。

資料：経営局構造改善課調べ

申請地方公共団体名 構造改革特別区域の名称 認定日都道府県

北海道 瀬棚町 有機酪農と有機農業の推進特区 16. 3.24

栗山町 ＮＰＯ農地トラスト特区 16. 3.24

青森県 青森県 津軽・生命科学活用食料特区 15. 4.21

岩手県 遠野市 日本のふるさと再生特区 15.11.28

山形県 長井市 食の安全安心＝レインボープラン特 16. 3.24
区

飯豊町 東洋のアルカディア郷再生特区 16. 3.24

福島県 喜多方市 喜多方市アグリ特区 15. 8.29

千葉県 千葉県、大網白里町 ＮＰＯ活動推進特区 15. 4.21

千葉県、山武町 有機農業推進特区 15.11.28

神奈川県 相模原市 相模原市新都市農業創出特区 15. 4.21

小田原市 都市農業成長特区 15. 5.23

新潟県 安塚町 浦川原村 松代町 東頸城農業特区 15. 4.21、 、 、
松之山町、大島村、牧村

小千谷市 おぢや農都共生特区 16. 3.24

糸魚川市 翠の里産業共生特区 16. 3.24

高柳町 じょんのび高柳活性化特区 16. 6.21

入広瀬村 入広瀬村さんさい共和国再生特区 16. 6.21

山古志村 やまこしむら農地利用特区 16. 6.21

富山県 八尾町 越中八尾スロータウン特区 15.11.28

石川県 石川県 河北潟干拓地農業活性化特区 15.11.28

山梨県 山梨県 ワイン産業振興特区 15. 4.21

山梨市 山梨市農地いきいき特区 15. 5.23

須玉町 増富地域交流振興特区 15. 4.21

小渕沢町 こぶちさわアグリルネッサンス特区 15.11.28

都留市 つるアグリビジネス推進特区 16. 6.21

長野県 長野県、大鹿村 大鹿村中山間地農業活性化特区 15. 5.23

長野県、木曽福島町 木曽福島町都市農村交流特区 15. 5.23

長野県、梓川村 梓川村地域活性化特区 15. 5.23

飯田市 南信州グリーン・ツーリズム特区 15. 5.23

牟礼村 牟礼村地域活性化特区 16. 6.21

三重県 阿児町 志摩自然学校特区 16. 3.24

和歌山県 和歌山県 新ふるさと創り特区 15. 4.21
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（４）市民農園特区制度の概要

１．農地所有者が開設する場合

ＮＰＯ、企業等による特定農地貸付（市民農園の開設）事業（特定農地貸付法の特例）

２．農地を所有していない者が開設する場合

③所有権の移転又は
使用収益権の設定

①協定の締結
（内容は省令で規定）

④使用貸借による権利
又は賃借権の設定

⑤使用収益権
の設定

Ｎ
Ｐ
Ｏ
・
企
業
等
に
よ
る
市
民
農
園
の
開
設

都
市
住
民
等

②特定農地貸付けの承認

①協定の締結
（内容は省令で規定） ③使用収益権の設定

【認定を受けた地方公共団体】
市民農園の開設主体

（実施主体）

農業委員会

②特定農地貸付けの承認

市民農園の開設主体

（実施主体）

農業委員会

【認定を受けた地方公共団体】
及び

【農地の貸付主体】
市町村又は農地保有合理化法人

農地所有者

都
市
住
民
等
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７．７．担い手への農地の利用集積の加速化担い手への農地の利用集積の加速化

・平成１５年現在 ２２１万ｈａ ・平成２２年目標 ２８２万ｈａ

６１万ｈａの集積が必要

農地の利用集積を進める農地の利用集積を進める担い手を明確化し、その経営改善が確実に進むよう農地の利用集積を強力に推進

地域の話し合いと合意に基づく集積を
加速化するためには、農用地利用改
善事業（農用地利用規程）を活用する
ことが有効

○対象となる担い手の明確化

・認定農業者

・基本構想の水準到達者

○ 現状
○ 改善方向

認定農業者制度によって農地の利用集積を進める担い手を明確
化することが必要ではないか。

○地域の話し合いと合意に基づく集積の取組の加速化

・市町村の判断で認めた者

（現状）
○ 改善方向

この場合、構造改革を全国レベルで整合的に推進させるため育成
すべき「効率的かつ安定的な農業経営」の設定の考え方を全国的
に統一し、地域において担い手の概念のバラツキを生じさせないよ
うにする必要があるのではないか。

○担い手への農地の利用集積の現状

農用地利用改善団体の構成員の話し合いを
踏まえ、農用地の利用に関する基本的方針、
担い手への集積の目標、農業サービス事業
体の活用方向、担い手以外の関係者の役割
等を明確化していくことが必要ではないか。

以上を踏まえ、農地保有合理化事業や農用地利用改善事業（農用地利用規程）の充実・強化により、面的な
まとまりを確保しつつ、担い手への利用集積を促進するとともに、集落合意による集団的土地利用調整を着
実に実施できるようにしていくべきではないか。

約１万２千の農用地利用規
程が存在するが、事業の活
動は低調
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現状と課題：耕作放棄地の増加と農業者の高齢化 → 集落全体として地域の農業を維持できなくなるおそれ

↓
目指すべき方向：集落における担い手づくりを早急に進めるための仕組みづくり→集落での話し合いにより、関係者の担うべき役割や農地の利用集積

の対象者を明確化

（集落内に受け手がおらず、集落外の担い手に委ねる場合）

～集落での話し合いによる担い手育成・農地利用集積の具体的仕組みのイメージ～

関係権利者の２／３以上の参加
・市町村の認定

集落（農用地利用改善団体）による話し合い

実現に向けた支援

○ 集落における農用地利用規程の策定に向けた話し合い活動の支援を検討

○ 農用地利用規程で明確化された担い手について経営改善に必要な施設・機械の導入支援を検討

（集落内に農地や農作業の受け手がいる場合）
（集落の内外に担い手がおらず、集落ぐるみで法人化する場合）

○ 利用権の設定等を受けるべき担い手の明確化

○ 農用地の利用に関する基本的方針

農用地利用規程の策定（基盤強化法第２３条）

鈴木さんや田中さんという若いオ
ペレーターもいるので、作業は彼

らにお願いしよう！

集落：地域的集団

作業委託

農地の貸付

担い手 担い手

みんなで法人を作って
作業を分業化し、適性
や体力に応じた役割分

担をしよう！

集落内にも近くの集落に
も農地の利用をまかせら
れる人がいないなあ・・・。

農業生産法人

受け手となる当該集落内の担い手の明確化 受け手となる当該集落外の担い手の明確化

○ 農業サービス事業体の活用方向 ○ 特定農業法人（特定農業団体）の設立・増資計画

[特定農業法人・特定農業団体を設立する場合]

設立しようとする特定農業法人（又は特定農業団体）
の明確化

農地は集積できそうもない。
これじゃ就農者も確保できな

い！

全ては耕作
できない！ みんなで地域農

業を維持しましょ
う

○ 担い手以外の関係者の役割分担（水管理、草刈りなど）

○ 特定農業法人等の名称・住所・集積目標
（地域の農地の過半以上）

○ 特定農業法人の設立とその基盤強化を支援する
ため合理化法人による出資制度を検討

隣の集落で誰か頼
めないかＪＡや公社
に相談してみよう。

うちの集落には農作業
の担い手がいな
い！！

農地もまとまっ
ているので、作
業がしやすいよ。
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８．新たな耕作放棄地対策と農地の権利移動制限の緩和８．新たな耕作放棄地対策と農地の権利移動制限の緩和

山林等へ転換

実態把握調査

耕作放棄地
の振り分け

具体的な
解消・防止策

遊休農地解
消・防止に関
するマスター
プランが必要
ではないか

農地として活用すべきもの

農地としての利用の
必要性に乏しいもの

②農地を農地として活用する者の利用の推進や新規参入が必要ではないか。

③公的主体による対応が必要ではないか。

①所有者・地域等による遊休農地の有効活
用が必要ではないか。

農地の権利移動・規制緩和による
新規参入促進

新たな耕作放棄地対策の基本方向

○農業委員会による指導の徹底
○農用地利用規程の活用の検討

○地域の受け手である特定農業法人等に
対する賃借権設定の仕組みを検討

○所有者不明農地の適切な管理の検討
○合理化法人による中間保有の間の管理を
促進

○遊休農地等が相当部分を占める区域につい
て構造改革特区方式による新規参入（※）

○地域の実情に応じた農地の権利取得の際の
下限面積の引き下げについて検討（※）

※本年の出来秋後に検証を行い、その評価を踏まえて
速やかに全国展開についての結論を得る。

○都市住民等によるホビー農業、生きがい農業
のための農地利用の拡大について検討

市町村プラン
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耕地面積（推計：ケース１）
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全農地転用面積

うち農用地区域内から除外して転用した面積

○ 農地面積は、基本計画策定時（平成10年）の491万haから減少傾向で推移し、平成15年に474万ha。最近のすう勢にかんがみると、平成
２２年までに１０万ha程度減少する見込み。このうち、農振法による農用地区域内の農地については、微減傾向で推移し、平成11年の419万
haから平成15年に416万ha。最近のすう勢にかんがみると、平成２２年には、わずかに減少する見込み。
○ 農地転用については、近年減少傾向にあるが、多くの市町村が、土地利用における問題として、「耕作放棄地の増加」のほか、「虫食い的
な開発の進行」や「残土の埋立て、産業廃棄物の不法投棄」を掲げている。

公共転用の状況

農地転用の推移 土地利用における問題点について

耕地面積と農用地区域内農地面積の推移

（万ｈａ）

市町村アンケート調査
（複数回答）

・虫食い的な開発の進行

・道路等による集団的な農地の分断

・公共施設やショッピングセンター等
の建設による周辺農地の転用の誘発

・耕作放棄地の増加

・残土の埋立て、産業廃棄物の不法投棄

・特に問題はない

・その他 2%

15%

9%

49%

5%

6%

14%

注：ケース１とは、平成12～15年の３年間の減少面積
と平均と同程度の面積が今後毎年減少するものと見込
んだ場合。ケース２は、最近の農地面積の減少のペー
スの鈍化傾向を見込んで試算した場合。

Ｈ

452

465

414

491

474

416
419

１．農地転用等の現状と問題点１．農地転用等の現状と問題点

（ｈａ）

単位：
ha、％

公共転用

農地転用
総面積 公共転用

合計
道水路・鉄
道用地

公園・運動
場用地

学校用地
官公・病院
等公的施
設

実数 18216 2725 2362 200 43 120

構成比 100% 15.0% 13.0% 1.1% 0.2% 0.7%

資料：平成１４年 農地の移動と転用

資料：平成15年度 農業振興地域・農地制度等の実態把握及び

効果分析に関する調査委託事業報告書
資料：農林水産省

（年）

（年）

Ⅳ．優良農地の確保について

資料：耕地面積（耕地面積及び作付け面積統計）
農用地区域内農地（農村政策課業務資料）
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個別・分散的な転用が進行する対象農地

○ 個別・分散的な転用の発生は、集落周辺や幹線道路沿いで発生することが多く、公共施設の建設等が契機となる事例もある。多くの地域
が、個別・分散的な転用は、効率的な農作業等に支障を与えるとの意見。
○ 個別・分散的な転用を防止するための方策としては、「地域住民の合意に基づく計画的な土地利用の実施」、「公共施設部局との十分な調
整」とする市町村が多く、住民の土地利用計画への参画や公共事業担当部局との十分な調整を図ることが重要。

・インターチェンジ周辺

・集団的農地

・その他

・幹線道路沿い

・市街地周辺

・集落周辺 40%

20%

27%

2%

4%

7%

・農業生産面には、ほとんど支

障はない

・用排水施設の維持、管理に支

障がある

・ほ場の整備(再整備を含む。)
に支障がある

・効率的な農作業に支障がある

資料：平成15年度 農業振興地域・農地制度等の実態把握及び

効果分析に関する調査委託事業報告書

個別・分散的な転用による支障

個別・分散的な転用を防止する対応策

市町村アンケート調査
（上位２つまで回答）

16%

14%

7%

3%

13%

2%

45%
・地域住民の合意に基づく計画的な
土地利用の実施

・公共施設(道路等線的施設を含む。)の
建設に際して関係部局と十分な調整

・農業的土地利用規制の強化

・交換分合制度の活用

・集落地域整備法の活用

公共施設の建設に伴う農地転用の事例

庁舎、病院の建設をきっ
かけとして、幹線道路沿い
に薬局等の店舗が建設さ
れ、農地への開発のしみ
出しが見受けられる例

庁舎

病院

店舗

店舗

店舗

店舗

事務所

店舗

工場

店舗

←県道

市町村アンケート調査
（上位２つまで回答）

市町村アンケート調査
（上位２つまで回答）

28%

6%

15%

17%

23%

12%

・地区計画等都市計画手法・規制の活用・景観上支障がある

・その他・その他

資料：平成15年度 農業振興地域・農地制度等の実態把握及び

効果分析に関する調査委託事業報告書
資料：平成15年度 農業振興地域・農地制度等の実態把握及び

効果分析に関する調査委託事業報告書 26



２．我が国の土地事情の特徴２．我が国の土地事情の特徴

○ 我が国と欧米諸国等における可住地面積等の比較をして
みると、国土面積に占める可住地面積については、我が国
は、急峻な地形であることから、約３割に過ぎないが、フ
ランス、ドイツは平地が多く、約７割も占めている。
→このような状況を反映し、我が国においては、農地に対
する住宅用地等の他用途への需要が諸外国よりも格段に
強い。

○ また、農用地面積自体もフランスは日本の６倍の3,000万
ha、ドイツは約３倍の1,700万haを有している。
→このようなことから、人口の多い日本は、１人当たり農
用地面積が４ａとフランスの50a、ドイツの21aと比
べ、極めて少ない状況にある。

農地の特徴

○ 世界各国における可住地面積、農地面積等の比較（２００１年）

農地は農地として適正か
つ効率的に耕作されてこ
そ価値が発揮される。

権利移動規制として一体不可分

農地は一度かい廃される
と、元の状態に戻すため
には多大な費用と労力が
必要。

（農地法第３条） （農地法第５条）

耕作目的での農地取得の場合は、
その者がきちんと耕作すること
ができる者であるかどうかを審
査。

転用目的についての権利移動の
場合は、その転用目的と農地と
して確保することを比較考量し
た基準や転用の確実性等に照ら
し審査。

人 口

（Ａ）

国 土

面 積

（Ｂ）

可住地
面 積

（Ｃ）

農用地
面 積

（Ｄ）

C/B

(%)

D/A

(a/人)

日 本 12,734 3,778 1,183 520 31 4

フランス 5,945 5,515 4,000 2,963 73 50

ドイツ 8,201 3,570 2,420 1,703 68 21

イギリス 5,976 2,429 2,170 1,695 89 28

アメリカ 28,593 96,291 61,991 41,126 64 144

韓 国 4,707 993 342 194 34 4

（単位：万人、万ha）

資料：FAOSTAT
注１：「可住地面積」は「Land Area（土地面積）」（Total Areaから
内水面を除いたもの）から、「Forest And Woodland（森林面積）」
を除いて推計した数値。（なお、「Forest And Woodland」は1994年
の数値。）
注２：「農用地面積」は「Agricultural Land」の数値。（「Arable Land
（耕作地）」、「Permanent Crops（永年作物地）」及び
「Permanent Pasture（永年牧草地）」の合計値。）

耕作目的 転用目的

農地の権利移動の機会をとらえ、チェック
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（参考） 諸外国における土地利用制度

日本と西欧諸国では、土地利用に関し私的

利用に比べ公共的制約が優先することに対す

る国民のコンセンサスに違いがあることもあ

り、土地利用制度の理念が大きく異なってい

ることに留意する必要がある。

例えば、ドイツにおいては、まず国土全体

に開発規制がかけられ、その上で開発計画を

策定した地区に限り、当該計画に従った開発

が認められる。こうしたことから、「計画な

きところ開発なし」との理念が法制度上も担

保されている。

一方、日本においては、国土全体に開発規

制がかけられているのではなく、まず、開発

規制をかける区域を、例えば、都市計画区域

として設定し、その区域の中で計画に従った

開発が許容される地区（例えば、市街化区

域）を設定する仕組みとなっている。

【 日 本 】

農用地区域

農地転用は原則禁止

○ 日本・ドイツ・フランスの土地利用制度のイメージ

都市計画区域

市街化区域

開発行為に計画必要なし

【 ドイツ 】

開発行為は原則禁止

【 フランス 】

（都市地域）

計画に適合した建築物は建築
許可を受けることが可能

（自然・農業地域）

開発行為は原則禁止

土地占有計画が策定されている市町村

土地占有計画を策定していない市町村

開発行為は原則禁止

開発行為規

制・建築制限

市街化調整区域

○ 諸外国においては、一般的に「計画なきところに開発なし」の原則のもと、土地利用計画制度及び開発許可
制度等により、計画的な土地利用の誘導が行われている。

地区詳細計画が策定されている地区

計画に適合した建築物は建築許可を受けることが可能
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３．優良農地の確保に向けた見直しの方向３．優良農地の確保に向けた見直しの方向

個別分散的な農地転用が集落周辺や幹線道路
沿いで発生している状況

○農地転用について、農村における実態や地域経
済に与える効果等を踏まえ、そのあり方を見直す
とともに、農用地区域からの除外に際し、その理
由の公表や地域住民の意見聴取を行うなど、制
度の客観性、透明性の向上を図ることが重要で
はないか。

農地転用の２割弱を公共転用（許可不要）が占め
ており、スプロールの契機となる場合も多い。

＊許可不要とされているのは、国、県等が転用実施主体
であり、農地転用許可基準に即した運用が図られること
が前提

○公共転用に当たっても、土地の農業上の効率的
な利用の確保を図るために、関係部局における
調整が十分に行われる必要があるのではないか。

産業廃棄物の不法投棄等の違反転用の問題が
重要な課題となっており、対応が必要

○違反転用について、見回り・指導体制の充実・強
化を図ることが必要ではないか。

２ha超４ha以下の農地転用許可に際しては、都道
府県知事が許可権者であるが、農林水産大臣へ
の協議が必要

○大臣協議に係るこれまでの実績・運用を検証し
た上で、現行制度について検討すべきではないか。
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資料１

農地制度について

平 成 １ ６ 年 １ ０ 月 １ 日

農 林 水 産 省
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